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●当資料は三井住友トラスト・アセットマネジメントが作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。
●ご購入のお申込みの際は最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
●投資信託は値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクを伴います。）に投資しますので基準価額は変動します。したがって、
投資元本や利回りが保証されるものではありません。ファンドの運用による損益は全て投資者の皆様に帰属します。

●投資信託は預貯金や保険契約とは異なり預金保険機構および保険契約者保護機構等の保護の対象ではありません。また、証券会社
以外でご購入いただいた場合は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。

●当資料は信頼できると判断した各種情報等に基づき作成していますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、今後
予告なく変更される場合があります。

●当資料中の図表、数値、その他データについては、過去のデータに基づき作成したものであり、将来の成果を示唆あるいは保証するもの
ではありません。また、将来の市場環境の変動等により運用方針等が変更される場合があります。

●当資料で使用している各指数に関する著作権等の知的財産権、その他の一切の権利はそれぞれの指数の開発元もしくは公表元に帰属
します。

【 ご留意事項 】

ご購入の際は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※当ファンドは、特化型運用を行います。
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【オフィス】
施 設 名：虎ノ門ヒルズ  森タワー
投資法人名：森ヒルズリート投資法人

【商業施設】
施 設 名：グランフロント大阪
投資法人名：阪急阪神リート投資法人
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（2023年6月末現在）

出 資資産運用会社
（不動産の運用・選定等）

運用の委託 投資者は、J-REITを通じて
間接的に様々な不動産の
オーナーになり、不動産の
プロによる運用の成果を
享受することができます。

J-REITとは Japan Real Estate Investment Trustの略で、
投資者から集めた資金で複数の不動産に投資し、
そこから得られる賃貸料収入や不動産の売買益を原資として
投資者に配当する金融商品です。
2023年6月末現在で60銘柄＊が取引所に上場しており、
一般の株式と同様に売買可能です。

保有・管理
賃貸料収入・
売買損益

＊銘柄数は上場日ベース。
※区分所有・（準）共有不動産を含みます。なお、上記は不動産情報の一部であり、全てを網羅したものではありません。
※＜J-REITのしくみ＞は一般的なイメージ図であり、実際のしくみ（運用）が必ずしも上記の通りになるとは限りません。
（出所）各種資料を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
※上記は特定の有価証券への投資を推奨しているものではありません。また、今後当ファンドが当該有価証券に投資することを保証するものではありません。

J-REIT保有物件のご紹介 （2023年6月末現在）

J-REIT
（不動産投資法人）

出資金
（純資産）

現預金・他

不 動 産

借入金
（負債）

金融機関
（銀行等）

借 入

返済・利払い

投資者
投 資

配 当

POINT

スポンサー
（親会社）

J-REITとは

＜J-REITのしくみ＞

■J-REITはキャピタル（価格）収益に加えて、継続的なインカム（配当）収益の積み上げによる総合収益（トータ
ルリターン）の下支え効果が期待できます。

相対的に高く魅力的な利回り水準

インカム収益の積み上げ効果

■利益の90％超を配当する等の条件を満たすことで法人税が実質的にかからず、高い配当が期待できます。

※総合収益は東証REIT指数の配当込み指数の月末データを、キャピタル収益は東証REIT指数の配当除き指数の月末データを基に算出。
インカム収益は、上記の総合収益からキャピタル収益を差し引いたデータを基に算出。
※端数処理の関係で合計値が合わない場合があります。
（出所）Bloombergのデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

※J-REITの配当利回りは東証REIT指数、国内株式の配当利
回りはTOPIX（東証株価指数）の実績配当利回りを使用。

※データは小数点以下第2位を四捨五入しています。
（出所）Bloombergのデータを基に三井住友トラスト・

アセットマネジメント作成

【国内資産との利回り比較】

※上記はイメージ図であり、実際のしくみ（運用）が必ずしも
上記の通りになるとは限りません。また、Ｊ-REITと国内株式
の配当のしくみの全てを表したものではありません。

【J-REITの場合】 【国内株式の場合】

（2003年3月末～2023年6月末、月次）
【東証ＲＥＩＴ指数の総合収益（トータルリターン）の推移】

高い配当利回りとインカム積み上げ効果J-REIT
投資の魅力1

※上記は過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
また、上記の利回り等はファンドの運用利回り等ではなく、ファンドの運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
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（出所）国土交通省のデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

【三大都市圏の公示地価対前年平均変動率の推移】

※都心主要5区：千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区
※東京23区：都心主要5区以外
※各構成比は取得価格ベース。また、端数処理の関係で100％とならない場合があります。
（出所）三井住友トラスト基礎研究所のデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

※各都市の高級住宅（ハイエンドクラス）のマンションを前提とした分譲単価の各都市比較指数（2023年4月の東京・元麻布地区=100）。
（出所）一般財団法人日本不動産研究所「国際不動産価格賃料指数」を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

【J-REIT保有不動産の地域別構成比】

■J-REIT保有オフィスは市場全体と比べ立地に優れ、競争力のある物件を保有する強みから、コロナ禍に伴う
空室率の上昇は都心主要5区オフィスと比べ抑えられています。

■J-REITが保有する物件の用途は、物流、住居、商業施設、ホテルにも分散が進んだためJ-REIT保有物件全体
でみた場合の空室率は1.2％となっています。

■東京や大阪の住宅価格は、世界の主要都市と比べ相対的に割安感があります。
【世界の高級住宅の価格水準比較】

【J-REIT保有不動産の用途別構成比】

※上記は過去のデータであり、将来の運用成果 を示唆あるいは保証するものではありません。

■J-REITは東京・大阪・名古屋の三大都市圏を中心にオフィス、物流施設、住居、商業施設などの様々な用途の
不動産を保有しています。

■J-REITの主要投資地域である東京、大阪、名古屋の三大都市圏の2023年公示地価は、コロナ禍の影響から
立ち直り、商業地・住宅地とも2年連続の上昇となりました。

公示地価とは
地価公示法に基づき、国土交通省の土地鑑定委員会が標準地を選定し、主に都市計画区域内を調査
対象として公示する毎年1月1日時点における標準地の正常な価格とされています。一般の土地取引
の指標等として、適正な地価の形成に寄与しており、昭和45年（1970年）以降毎年実施されています。

※都心主要5区：千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区
（出所）一般社団法人投資信託協会およびBloombergのデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

【都心主要5区オフィスとＪ-ＲＥＩＴ保有物件の空室率比較】
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対象として公示する毎年1月1日時点における標準地の正常な価格とされています。一般の土地取引
の指標等として、適正な地価の形成に寄与しており、昭和45年（1970年）以降毎年実施されています。

※都心主要5区：千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区
（出所）一般社団法人投資信託協会およびBloombergのデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

【都心主要5区オフィスとＪ-ＲＥＩＴ保有物件の空室率比較】
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（ご参考）相対的に高いリターンを獲得

都市部に人口が集中J-REITの配当金は底堅く推移

都市機能の向上による不動産需要の拡大
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【各資産の15年間の価格推移】

【人口予測の推移】

（2013年6月末～2023年6月末、月次）

（2015年～2030年、5年毎）

Ｊ-ＲＥＩＴ配当利回りと10年国債利回りの差
（リスクプレミアム）の推移【 】

※各資産の15年間の価格推移は、グラフの起点を100として指数化。 
※J-REIT：東証REIT指数（配当込み）、国内株式：TOPIX（東証株価指数）（配当込み）。
※リターン・リスク（標準偏差）はそれぞれのグラフ期間の各指数の月次騰落率を基に年率換算。
※J-REIT配当利回り：東証REIT指数の実績配当利回り
※J-REIT配当利回り、10年国債利回り、リスクプレミアムは2023年6月末現在。 
（出所）Bloombergのデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

※グラフの起点を100として指数化。
※名古屋中心3区：名古屋市千種区、東区、中区。東京都心5区：千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区。大阪中心2区：大阪市北区、中央区。
（出所）国立社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

【今後の国際イベントと主なインフラ整備予定】
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※1口当たり配当金は東証REIT指数の1口当たり実績配当金の直近12カ月合計を使用。
（出所）Bloombergのデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

※上記は過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、上記の利回 り等はファンドの運用利回り等ではなく、ファンドの運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

■J-REITは、過去15年間では国内株式と比較して相対的に高いリターンを獲得しています。また、10年国債
利回りは、足元上昇傾向にありますが、J-REITの相対的に高い配当利回りにより、2023年6月末現在で
リスクプレミアムは高い水準を維持しています。

■東京、大阪、名古屋の中心部では、2030年まで人口増加が予想されており、都市部は不動産需要の拡大の恩
恵を受けることが見込まれます。

■大阪・関西万博などのイベントをはじめ、リニア中央新幹線の開業、新駅開発に伴う周辺地域の開発が
計画されています。

■都市開発により都市機能や魅力度が向上することで、不動産需要の拡大が見込まれます。

2024年
北陸新幹線
金沢～敦賀駅間開業

2027年
東京駅前に日本最高層ビルが竣工＊2

JR大阪駅北の再開発エリア全面開業＊2

この他にもリニア中央新幹線や
IR（統合型リゾート）が開業予定

2029年
成田国際空港第3滑走路完成

2020 2025 2030

2025年
大阪・関西万博

2031年
羽田空港アクセス線開業＊3

東証REIT指数
（左軸）

1口当たり配当金（右軸）

■オフィス空室率の上昇、コロナ禍におけるホテルの収益減少はマイナスに影響しましたが、運営が好調な
物流特化型REITが公募増資を伴う物件取得で増配基調を維持したことや、物件譲渡による売却益の計上、
自己投資口取得等により市場全体の1口当たり配当金は底堅い推移となっています。

＊1 虎ノ門・麻布台地区の再開発事業。超高層ビル3棟を含む計7棟のビルを建設し、オフィス、住宅、国際教育施設などを設ける計画。
＊2 2027年度予定。
＊3 2031年度予定。
※上記は当資料作成時点の情報であり、今後変更となる可能性があります。
(出所)各種資料を基に三井住友トラスト・アセットマネジメントが作成

2023年
虎ノ門・麻布台プロジェクト＊1
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※資金動向、市況動向、信託財産の規模等によっては、上記の運用ができない場合があります。

J-REITを主要投資対象とし、ファミリーファンド方式で運用を行います。1

不動産分野の研究に特化したシンクタンクで、
卓越したリサーチ力に定評のある『三井住友トラスト基礎研究所』と、

Ｊ-ＲＥＩＴの運用経験が豊富なファンドマネジャーによる
実地調査等の強みが融合した運用体制です。

三井住友トラスト基礎研究所

三井住友トラスト・アセットマネジメント

投資調査第1部・第2部
◆不動産市場（賃貸・売買市場）に関する
リサーチ
◆市況予測（賃料・空室率）
◆キャップレート推計

リサーチ
不動産市場に関する見通し、
各種分析ツールなどの供給

REIT投資顧問部
◆J-REITの投資助言
◆リスク管理

コンサルティング

REIT市場の
分析

個別銘柄の
分析

投資
助言

運 用

〈業務のイメージ〉

投資助言 運  用

● 長年の不動産関連リサーチの蓄積を基礎に、不動産投資の評価分析
に関する研究を行っています。また、不動産市場・不動産金融分野に
特化した独自のコンサルティングも展開しています。

● ボトムアップ・アプローチによる運用で、ファンドマネジャー自身
が保有物件の実地調査を多く行いながら、J-REITの個別の運営
状況を確認します。そのため、ファンドマネジャーが不動産の
競争力や価値について独自の判断力を持っていることが強み
です。

● 個別銘柄の決算内容や保有不動産の状況にも留意しつつ、基本
的に配当利回りや負債比率などの銘柄評価を踏まえてポート
フォリオを組成し、パフォーマンスの向上に務める方針です。

実物不動産の詳細な評価をはじめとする不動産ファンダメンタルズ重視の運用

卓越したリサーチ力に定評がある不動産に特化したシンクタンク

分配方針が異なる２つのファンドからお選びいただけます。

■「毎月決算型」と「年2回決算型」の2種類の収益分配のタイプからお選びいただけます。
■分配対象額は、経費控除後の繰越分を含めた配当等収益および売買益等の全額とします。

※上記はイメージであり、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆あるいは保証するものではありません。
※分配金額については、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配を行わないことがあります（毎月決算型は、分配対象
額が少額の場合には分配を行わないことがあります）。

毎月17日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益の分配を行います。
毎月決算型
収益分配の
イ メ ー ジ

12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月

毎年6月17日および12月17日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、分配金額を決定します。
年2回決算型
収益分配の
イ メ ー ジ

12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月

安定したインカムゲイン（J-REITから得られる配当等の収益）の確保と
投資信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います｡2

3

〈ファンドのしくみ〉

申込金

投資者
（受益者）

【マザーファンド】

J-REIT・リサーチ
マザーファンド

【ベビーファンド】

分配金 解約金等 損 益

J-REIT

賃貸料収入・
売買損益

不動産

三井住友トラスト基礎研究所

投資助言

■J-REITへの投資は、徹底した銘柄調査と市場分析に基づいて行います。マザーファンドは、不動産研究に特化した三井住
友トラスト基礎研究所から投資助言を受けます。

投 資 保有・管理

当ファンド

J-REIT・リサーチ・
オープン

（毎月決算型）

J-REIT・リサーチ・
オープン

（年2回決算型）
損 益

投 資

ファンドの特色

※当ファンドは、特化型運用を行います。　
　当ファンドの実質投資対象であるわが国の取引所に上場しているJｰREITには、一般社団法人投資信託協会規則で定める寄与度が10％を
超えるまたは超える可能性の高い支配的な銘柄が存在するため、特定の銘柄への投資が集中することがあります。
　当該銘柄のエクスポージャーが投資信託財産の純資産総額の35％を超えないように運用を行いますが、当該JｰREITおよびJｰREITの
運用会社に財政難、経営不振等が生じた場合またはそれが予想される場合には、大きな損失が発生することがあります。



7 8

※資金動向、市況動向、信託財産の規模等によっては、上記の運用ができない場合があります。

J-REITを主要投資対象とし、ファミリーファンド方式で運用を行います。1

不動産分野の研究に特化したシンクタンクで、
卓越したリサーチ力に定評のある『三井住友トラスト基礎研究所』と、

Ｊ-ＲＥＩＴの運用経験が豊富なファンドマネジャーによる
実地調査等の強みが融合した運用体制です。

三井住友トラスト基礎研究所

三井住友トラスト・アセットマネジメント

投資調査第1部・第2部
◆不動産市場（賃貸・売買市場）に関する
リサーチ
◆市況予測（賃料・空室率）
◆キャップレート推計

リサーチ
不動産市場に関する見通し、
各種分析ツールなどの供給

REIT投資顧問部
◆J-REITの投資助言
◆リスク管理

コンサルティング

REIT市場の
分析

個別銘柄の
分析

投資
助言

運 用

〈業務のイメージ〉

投資助言 運  用

● 長年の不動産関連リサーチの蓄積を基礎に、不動産投資の評価分析
に関する研究を行っています。また、不動産市場・不動産金融分野に
特化した独自のコンサルティングも展開しています。

● ボトムアップ・アプローチによる運用で、ファンドマネジャー自身
が保有物件の実地調査を多く行いながら、J-REITの個別の運営
状況を確認します。そのため、ファンドマネジャーが不動産の
競争力や価値について独自の判断力を持っていることが強み
です。

● 個別銘柄の決算内容や保有不動産の状況にも留意しつつ、基本
的に配当利回りや負債比率などの銘柄評価を踏まえてポート
フォリオを組成し、パフォーマンスの向上に務める方針です。

実物不動産の詳細な評価をはじめとする不動産ファンダメンタルズ重視の運用

卓越したリサーチ力に定評がある不動産に特化したシンクタンク

分配方針が異なる２つのファンドからお選びいただけます。

■「毎月決算型」と「年2回決算型」の2種類の収益分配のタイプからお選びいただけます。
■分配対象額は、経費控除後の繰越分を含めた配当等収益および売買益等の全額とします。

※上記はイメージであり、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆あるいは保証するものではありません。
※分配金額については、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配を行わないことがあります（毎月決算型は、分配対象
額が少額の場合には分配を行わないことがあります）。

毎月17日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益の分配を行います。
毎月決算型
収益分配の
イ メ ー ジ

12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月

毎年6月17日および12月17日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、分配金額を決定します。
年2回決算型
収益分配の
イ メ ー ジ

12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月

安定したインカムゲイン（J-REITから得られる配当等の収益）の確保と
投資信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います｡2

3

〈ファンドのしくみ〉

申込金

投資者
（受益者）

【マザーファンド】

J-REIT・リサーチ
マザーファンド

【ベビーファンド】

分配金 解約金等 損 益

J-REIT

賃貸料収入・
売買損益

不動産

三井住友トラスト基礎研究所

投資助言

■J-REITへの投資は、徹底した銘柄調査と市場分析に基づいて行います。マザーファンドは、不動産研究に特化した三井住
友トラスト基礎研究所から投資助言を受けます。

投 資 保有・管理

当ファンド

J-REIT・リサーチ・
オープン

（毎月決算型）

J-REIT・リサーチ・
オープン

（年2回決算型）
損 益

投 資

ファンドの特色

※当ファンドは、特化型運用を行います。　
　当ファンドの実質投資対象であるわが国の取引所に上場しているJｰREITには、一般社団法人投資信託協会規則で定める寄与度が10％を
超えるまたは超える可能性の高い支配的な銘柄が存在するため、特定の銘柄への投資が集中することがあります。
　当該銘柄のエクスポージャーが投資信託財産の純資産総額の35％を超えないように運用を行いますが、当該JｰREITおよびJｰREITの
運用会社に財政難、経営不振等が生じた場合またはそれが予想される場合には、大きな損失が発生することがあります。
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設定来の基準価額および分配金実績の推移
毎月決算型

年2回決算型

05/1 08/1 14/111/1 17/1 20/1 23/1（年/月）
0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

40

80
（円）

分配金実績はありません

（年/月）13/11 15/11 17/11 19/11 21/11

（年/月）13/11 15/11 17/11 19/11 21/11

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（2005年1月17日（設定日）～2023年6月末、日次）

（2013年11月22日（設定日）～2023年6月末、日次）

マザーファンドの特性値（2023年6月末現在）
予想配当利回り

※予想配当利回り（税引前）は、各種情報を基に組入銘柄の予想配当利回りを加重平均して算出した値
　（対純資産総額比）です。

4.06％

※基準価額および基準価額（分配金再投資）は、信託報酬控除後です。分配金は1万口当たり、税引前の値です。基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）
を再投資したものとして計算しています。
※東証REIT指数（配当込み）は当ファンドの参考指数です。当ファンドの設定日を10,000として指数化しています。
※分配金額については、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配を行わないことがあります。

銘柄数：50銘柄

基準価額（円）

東証REIT指数（配当込み）

東証REIT指数（配当込み）

基準価額（円）

基準価額（分配金再投資）（円）

● ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
● ファンドは、大量の換金申込が発生し短期間で換金代金を手当てする必要が生じた場合や組入資産の主たる取引市場において
市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引
量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付が中止、
取り消しとなる可能性、換金代金のお支払が遅延する可能性があります。

その他の留意点

ファンドの投資リスク

収益分配金に関する留意事項

ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の
皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込
むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、全て投資者の皆様に帰属します。投資信託は
預貯金と異なります。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

リートの価格は、不動産市況（不動産稼働率、賃貸料、不動産価格等）、金利変動、社会情勢の変化、
関係法令・各種規制等の変更、災害等の要因により変動します。また、リートおよびリートの運用会社
の業績、財務状況の変化等により価格が変動し、基準価額の変動要因となります。

リ ー ト の
価格変動リスク

時価総額が小さい、取引量が少ない等流動性が低い市場、あるいは取引規制等の理由から流動性が
低下している市場で有価証券等を売買する場合、市場の実勢と大きく乖離した水準で取引されることが
あり、その結果、基準価額の下落要因となる可能性があります。

流動性リスク

有価証券の発行体が財政難、経営不振、その他の理由により、利払い、償還金、借入金等をあらかじ
め決められた条件で支払うことができなくなった場合、またはそれが予想される場合には、有価証券
の価格は下落し、基準価額の下落要因となる可能性があります。

信 用 リ ス ク

※上記は過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、上記の利回り等はファンドの運用利回り等ではなく、
　ファンドの運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

2020
4040
5050 5050

4040
5050

65656060 6060

3030

0

40

80

05/1 08/1 11/1 14/1 17/1 20/1 23/1（年/月）

（円）

元本払戻金（特別分配金）

■ 分配金は、計算期間中に発生した収益
（経費控除後の配当等収益および
評価益を含む売買益）を超えて支払わ
れる場合があります。その場合、当期
決算日の基準価額は前期決算日と
比べて下落することになります。
また、分配金の水準は、必ずしも計算
期間におけるファンドの収益率を示す
ものではありません。

■ 投資者のファンドの購入価額によって
は、分配金の一部または全部が、実質
的には元本の一部払戻しに相当する
場合があります。

　 ファンド購入後の運用状況により、
分配金額より基準価額の値上がりが
小さかった場合も同様です。

■ 分配金は、預貯金の利息とは異なり、
投資信託の純資産から支払われます
ので、分配金が支払われると、その
金額相当分、基準価額は下がります。

普通分配金

個別元本（投資者のファンドの購入価額）を
上回る部分からの分配金です。
※普通分配金に対する課税については、投資
信託説明書（交付目論見書）の「手続・手数料
等」の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

元本払戻金
（特別分配金）

個別元本を下回る部分からの分配金です。元本払戻
金（特別分配金）は実質的に元本の一部払戻しとみな
され、分配後はその金額だけ個別元本が減少します。
※元本払戻金（特別分配金）部分は非課税扱いと
なります。

普通分配金

投資者の
購入価額

（当初個別元本）
分配金支払後

基準価額  個別元本

投資信託で分配金が支払われるイメージ

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合 分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合

投資信託の
純資産

※分配金は、分配方針に基づき、分配対象
額から支払われます。
分配対象額とは、
①経費控除後の配当等収益
②経費控除後の評価益を含む売買益
③分配準備積立金
④収益調整金
です。
※右記はイメージであり、実際の分配金額
や基準価額を示唆あるいは保証するもの
ではありませんのでご留意ください。

分
配
金 元本払戻金（特別分配金）投資者の

購入価額
（当初個別元本）

分配金支払後
基準価額  個別元本

分
配
金

分配金

前期決算日から基準価額が上昇した場合

前期決算日 当期決算日
分配前

当期決算日
分配後

分配対象額 500円 ＊50円を取崩し 分配対象額 450円

前期決算日から基準価額が下落した場合

分配対象額 500円 ＊80円を取崩し 分配対象額 420円

前期決算日 当期決算日
分配前

当期決算日
分配後

基
準
価
額

 

10,500円

500円
（③＋④）

10,500円

500円
（③＋④）

分
配
対
象
額 基

準
価
額

分
配
対
象
額

分配金100円

10,550円 

＊50円

期中収益
50円

（①＋②）

10,450円

450円
（③＋④）

分
配
対
象
額

10,400円

＊80円
10,300円

420円
（③＋④）

分配金100円

配当等
収益

20円（①）

分
配
対
象
額

当ファンドの運用状況
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設定来の基準価額および分配金実績の推移
毎月決算型

年2回決算型

05/1 08/1 14/111/1 17/1 20/1 23/1（年/月）
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分配金実績はありません

（年/月）13/11 15/11 17/11 19/11 21/11

（年/月）13/11 15/11 17/11 19/11 21/11
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10,000

15,000

20,000

25,000

（2005年1月17日（設定日）～2023年6月末、日次）

（2013年11月22日（設定日）～2023年6月末、日次）

マザーファンドの特性値（2023年6月末現在）
予想配当利回り

※予想配当利回り（税引前）は、各種情報を基に組入銘柄の予想配当利回りを加重平均して算出した値
　（対純資産総額比）です。

4.06％

※基準価額および基準価額（分配金再投資）は、信託報酬控除後です。分配金は1万口当たり、税引前の値です。基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）
を再投資したものとして計算しています。
※東証REIT指数（配当込み）は当ファンドの参考指数です。当ファンドの設定日を10,000として指数化しています。
※分配金額については、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配を行わないことがあります。

銘柄数：50銘柄

基準価額（円）

東証REIT指数（配当込み）

東証REIT指数（配当込み）

基準価額（円）

基準価額（分配金再投資）（円）

● ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
● ファンドは、大量の換金申込が発生し短期間で換金代金を手当てする必要が生じた場合や組入資産の主たる取引市場において
市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引
量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付が中止、
取り消しとなる可能性、換金代金のお支払が遅延する可能性があります。

その他の留意点

ファンドの投資リスク

収益分配金に関する留意事項

ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の
皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込
むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、全て投資者の皆様に帰属します。投資信託は
預貯金と異なります。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

リートの価格は、不動産市況（不動産稼働率、賃貸料、不動産価格等）、金利変動、社会情勢の変化、
関係法令・各種規制等の変更、災害等の要因により変動します。また、リートおよびリートの運用会社
の業績、財務状況の変化等により価格が変動し、基準価額の変動要因となります。

リ ー ト の
価格変動リスク

時価総額が小さい、取引量が少ない等流動性が低い市場、あるいは取引規制等の理由から流動性が
低下している市場で有価証券等を売買する場合、市場の実勢と大きく乖離した水準で取引されることが
あり、その結果、基準価額の下落要因となる可能性があります。

流動性リスク

有価証券の発行体が財政難、経営不振、その他の理由により、利払い、償還金、借入金等をあらかじ
め決められた条件で支払うことができなくなった場合、またはそれが予想される場合には、有価証券
の価格は下落し、基準価額の下落要因となる可能性があります。

信 用 リ ス ク

※上記は過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、上記の利回り等はファンドの運用利回り等ではなく、
　ファンドの運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
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元本払戻金（特別分配金）

■ 分配金は、計算期間中に発生した収益
（経費控除後の配当等収益および
評価益を含む売買益）を超えて支払わ
れる場合があります。その場合、当期
決算日の基準価額は前期決算日と
比べて下落することになります。
また、分配金の水準は、必ずしも計算
期間におけるファンドの収益率を示す
ものではありません。

■ 投資者のファンドの購入価額によって
は、分配金の一部または全部が、実質
的には元本の一部払戻しに相当する
場合があります。

　 ファンド購入後の運用状況により、
分配金額より基準価額の値上がりが
小さかった場合も同様です。

■ 分配金は、預貯金の利息とは異なり、
投資信託の純資産から支払われます
ので、分配金が支払われると、その
金額相当分、基準価額は下がります。

普通分配金

個別元本（投資者のファンドの購入価額）を
上回る部分からの分配金です。
※普通分配金に対する課税については、投資
信託説明書（交付目論見書）の「手続・手数料
等」の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

元本払戻金
（特別分配金）

個別元本を下回る部分からの分配金です。元本払戻
金（特別分配金）は実質的に元本の一部払戻しとみな
され、分配後はその金額だけ個別元本が減少します。
※元本払戻金（特別分配金）部分は非課税扱いと
なります。

普通分配金

投資者の
購入価額

（当初個別元本）
分配金支払後

基準価額  個別元本

投資信託で分配金が支払われるイメージ

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合 分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合

投資信託の
純資産

※分配金は、分配方針に基づき、分配対象
額から支払われます。
分配対象額とは、
①経費控除後の配当等収益
②経費控除後の評価益を含む売買益
③分配準備積立金
④収益調整金
です。
※右記はイメージであり、実際の分配金額
や基準価額を示唆あるいは保証するもの
ではありませんのでご留意ください。

分
配
金 元本払戻金（特別分配金）投資者の

購入価額
（当初個別元本）

分配金支払後
基準価額  個別元本

分
配
金

分配金

前期決算日から基準価額が上昇した場合

前期決算日 当期決算日
分配前

当期決算日
分配後

分配対象額 500円 ＊50円を取崩し 分配対象額 450円

前期決算日から基準価額が下落した場合

分配対象額 500円 ＊80円を取崩し 分配対象額 420円

前期決算日 当期決算日
分配前

当期決算日
分配後

基
準
価
額

 

10,500円

500円
（③＋④）

10,500円

500円
（③＋④）

分
配
対
象
額 基

準
価
額

分
配
対
象
額

分配金100円

10,550円 

＊50円

期中収益
50円

（①＋②）

10,450円

450円
（③＋④）

分
配
対
象
額

10,400円

＊80円
10,300円

420円
（③＋④）

分配金100円

配当等
収益

20円（①）

分
配
対
象
額

当ファンドの運用状況



※�上記の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりま
すので、上限額等を事前に示すことができません。また、上場投資
信託証券は市場の需給により価格形成されるため、上場投資信託証
券の費用は表示しておりません。

お 申 込 み メモ
信託期間
毎月決算型：無期限（2005年1月17日設定）
年2回決算型：無期限（2013年11月22日設定）

決算日
毎月決算型：毎月17日（休業日の場合は翌営業日）
年2回決算型：毎年6月17日および12月17日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配
毎月決算型：年12回、毎決算時に収益分配を行う方針です。
年2回決算型：年2回、毎決算時に分配金額を決定します。
分配金額については、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘
案して決定します。ただし、分配を行わないことがあります。
※�分配金再投資コースの場合は、税金を差し引いた後、自動的に無手数料
で再投資されます。
※�将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

購入単位
1万円以上1円単位

購入価額
購入申込受付日の基準価額とします。

換金単位
販売会社が個別に定める単位とします。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額
換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を差し引いた価額
とします。

換金代金
原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払い
します。

申込締切時間
原則として、販売会社の営業日の午後3時までとします。

課税関係
課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、NISA（少額投資非課税制度）の適用
対象であり、2024年1月1日以降は一定の要件を満たした場合に
NISAの適用対象となります。年2回決算型は、NISAの「成長投資枠
（特定非課税管理勘定）」の対象となる予定ですが、販売会社により
取扱いが異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせ
ください。
※�上記は、2023年7月31日現在のものです。税法が改正された場合等には、
変更される場合があります。

■ 委託会社：三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 ［ファンドの運用の指図］
ホームページアドレス https://www.smtam.jp/

■ 受託会社：三井住友信託銀行株式会社 ［ファンドの財産の保管および管理］
■ 販売会社：三井住友信託銀行株式会社 [募集・販売の取扱い、目論見書・運用報告書の交付等]

委託会社およびファンドの関係法人

ご購入の際は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

R2746-11

ファンドの 費 用
▼お客様が直接的にご負担いただく費用

購入時手数料
申込金額※に応じて、購入価額に下記の手数料率を乗じて得た
額とします。
※�申込金額とは「購入価額×取得口数」に購入時手数料および購入時
手数料に対する消費税等相当額を加えた総額です。

申込金額 手数料率
1,000万円未満 2.75％（税抜2.5％）
1,000万円以上1億円未満 1.65％（税抜1.5％）
1億円以上 1.10％（税抜1.0％）
※「J-REIT・リサーチ・オープン」を構成する各ファンド間で無手数料にて
スイッチングができます。詳しくは販売会社までお問い合わせください。

信託財産留保額
換金申込受付日の基準価額に0.3％の率を乗じて得た額とします。

▼お客様が間接的にご負担いただく費用
運用管理費用（信託報酬）
純資産総額に対して年率1.1％（税抜1.0％）
<運用管理費用の配分と主な役務＞
委託会社 年率0.55％（税抜0.5％）
 ◇�委託した資金の運用、基準価額の計算、開示資料作成等の対価
販売会社 年率0.495％（税抜0.45％）
 ◇�運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入
後の情報提供等の対価

受託会社 年率0.055％（税抜0.05％）
 ◇�運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価

その他の費用・手数料
監査費用、有価証券の売買・保管、信託事務に係る諸費用等を
その都度（監査費用は日々）、ファンドが負担します。これら
の費用は、運用状況等により変動するなどの理由により、事
前に料率、上限額等を示すことができません。


